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研究成果の概要（和文）：本課題では、企業間にわたってスピルオーバーが生じるオープンな技術の共有プラッ
トフォームについて、技術システムのコア-周縁に注目して、技術システムの発達と関連する企業の能力構築の
戦略を解明することを試みた。移動体通信分野の標準に関わる技術の特許とその引用について分析を行ったとこ
ろ、企業は、コア技術を保有しているだけでなく、周辺技術を含む幅広い技術を活用するための知識を蓄積し、
企業内外に分散している技術を自社で効果的に活用して、影響力のある技術を生み出す傾向にあることが明らか
となった。この結果は、オープンな技術の共有プラットフォームの発達を主導する、企業の能力の構築のあり方
を示唆している。

研究成果の概要（英文）：This study attempted to elucidate the strategies for firms' capabilities 
building in relation to the development of technological systems by focusing on the core-periphery 
of technological systems with respect to shared open technology platforms where technological 
spillover occurs across firms. An analysis of patents and citations of technologies related to 
standards in the mobile communication field revealed that firms not only possess core technologies, 
but also accumulate knowledge to utilize a wide range of technologies, including peripheral 
technologies, and tend to create influential technologies by effectively exploiting technologies 
dispersed inside and outside the firm.  This results   suggests a way of firms' capacities building 
 to take the lead in the development of a shared open technology platform.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
技術の高度化やシステムの複雑化が進むにつれ、企業間の協調による技術の国際的な標準化が求められている。
だが、こうした標準化にもとづくオープンな技術の共有プラットフォームでは、システムの周縁技術のみなら
ず、コアとなる技術でさえ、企業間で技術がスピルオーバーするため、企業独自の能力構築を難しくする恐れが
ある。こうした問題に対し、本研究は、企業間の協調によって技術のスピルオーバーが促進されている状況で
も、企業が効果的に能力を構築しうることを示しており、そのメカニズムの理解に資するという点で、学術的な
意義をもつ。また、こうした成果は、関連する戦略・政策上の要点や課題を示唆する点で、社会的意義も持ちう
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

ICT（情報通信技術）分野に見られるように、システムの高度化や複雑化にともない、企業間
の協調により技術の標準化が進められ、技術のオープン化がされるようになっている。こうした

協調的な標準化による技術の共有プラットフォームでは、支配的な企業独自のプラットフォー

ムとは異なり、システムの構成を定めるコア技術やアーキテクチャ/インターフェースの技術を
はじめ、重要技術でさえ企業間にわって分散して開発され、技術の標準化がなされている。この

ため、技術の共有プラットフォームの下では、特定の企業が重要技術を専有もしくは管理して、

システムをコントロールすることは難しい。 
標準に関わる技術に関しては、たんに標準仕様としてその技術が公開されるだけでなく、技

術の開発を担う企業が関連技術を特許（標準必須特許）として獲得することが認められている。

だが、特許化されることによって、標準仕様を製品やサービスに実装するための技術情報は公開

され、しかも必須特許はどの企業にも同条件で適切な料率で使用を許諾することが求められる

ため、幅広い企業間で技術のスピルオーバー（流出）が生じる。一方で、技術のスピルオーバー

によって技術や産業の発達が促されるとともに、様々な企業が技術を獲得し、能力を構築するこ

とも明らかにされている。（以下、理論的背景や成果の詳細については、安本（2023）参照） 
 
２．研究の目的 
以上の背景をふまえ、本課題では、技術システムのコア-周縁に注目して、技術のスピルオー

バーの実態をとらえ直すことで、協調的な標準化による技術の共有プラットフォームにおける

企業の能力構築（知識・技術の蓄積）についての効果的な戦略を解明することを目的とした。 

技術の共有プラットフォームでは、コア技術やアーキテクチャ/インターフェースの技術をは
じめ、重要技術でさえ企業間にわたって分散して開発され、技術の標準化がなされている。こう

した標準化は、企業間にわたるコア技術を含む重要技術のスピルオーバーと共有をともなうた

め、どのような企業であっても技術的な優位を喪失する可能性がある。このようにコア技術をは

じめとする重要技術でさえ企業間に分散している状況で、どのように企業が独自の能力を構築

し優位を築くことができるのかについては、十分に明らかにされていない。この点をふまえ、技

術のスピルオーバーにともなう企業の効果的な能力構築の戦略の解明を目指すことにした。 
 

３．研究の方法 
本課題では、技術システムのコア‐周縁の技術群の変遷に注目して、（１）技術システムの発

達、（２）特許引用にもとづく企業内外の技術のネットワークの変遷、ならびにこれらにともな

う（３）企業による能力構築という、３つのサブ・テーマを検討した。本課題では、特許の技術

分類と引用についてのデータを活用することで、これらの３つのサブ・テーマについて分析を行

い、それらを統合的に検討することにより、技術のスピルオーバーを通じた、技術システムの発

達と企業の能力構築の戦略について解明を試みた。 
本課題では、ICT（とくに移動体通信）分野や関連する車載エレクトロニクス分野を対象と
し、特許の技術分類と引用についてのデータを抽出してデータベースを作成し、そのデータベー

スを用いて分析を行った。これらの分野では、企業間にわたる複雑なシステムについて、技術や

知識の蓄積や公開／専有のあり方が問われてきた。こうした先行研究の知見をふまえつつ、デー

タ収集・分析と実務家との共同検討の体制を築き、関連する成果を蓄積してきた。本課題では、

さらにこうした研究を発展させながら検討を進めることにした。 
企業内外の技術・知識のネットワークやスピルオーバーについては、ネットワーク分析や統

計分析をはじめとする計量的アプローチを発展的に活用することが可能である。本課題では、

Core-Periphery やクラスターをはじめとしたネットワーク分析の手法を活用するとともに、そ
の分析結果を用いて統計分析を行い、企業の能力構築を説明することを試みた。これらの成果に

ついては、資料情報の検討にもとづいて、産業・企業の特徴や事例を考慮しながら、適切な枠組

の構築や分析を行った。加えて、逐次、国内外の主要企業の実務家と共同検討を行うことで成果

の確認を行い、補足情報を得ながら解釈を行った。最終的にはこれらの分析や検討をまとめて考



察を行い、示唆を導出した。 
 
（１）技術システムの発達: 各種資料やインタビュー調査を参考にしつつ、分析対象となる標準

技術仕様を特定した。そのうえで、標準化機関（3GPPおよび ETSI）のデータベースから対象
となる標準技術仕様と標準必須特許を新たに抽出して、既存のデータベースを改訂した。 

まず、仕様提案数や標準必須特許の宣言数について全体の集計とその時系列的な推移を確認

した。同様の作業を、標準技術仕様の分類別についても行った。その上で、このデータベースに

ついて、標準技術仕様や標準必須特許の分類にもとづいてネットワーク分析を行うことにより、

技術システムを構成する技術（標準技術仕様）間のネットワークを確認し、それを用いてコア‐

周縁の技術群を分類した。具体的には、企業が複数の技術（標準技術仕様の分類）間にわたって

標準必須特許を宣言している（標準必須特許に複数の標準技術仕様分類が対応している）ことを

利用して、それらの技術間のつながりによるネットワークとその推移を確認することで、技術シ

ステム全体の発達を明らかにすることを試みた。この技術のコア-周縁分析により、仕様提案と
標準必須特許のそれぞれについて、技術システム全体のコア‐周縁の技術群とその変遷につい

て確認し、以下の分析で用いる標準必須特許に関するコア‐周縁の技術群を採用することにし

た。 
一方で、企業の能力を形作る技術構成とその推移を把握するために、各企業の保有する技術

の量とともに、各企業の保有する標準必須特許の技術構成やそれらを統合する知識のレベルを

時系列的に確認した。具体的には、各企業の保有する標準必須特許の件数とともに、技術の構成

を技術仕様の分類別およびコア‐周縁技術別に該当する標準必須特許の件数と割合を確認した。

同時に、各企業の保有する技術の量、多様性、そしてその技術間のつながりについての知識の程

度を示す密度（各企業内の複数技術間にわたるネットワークの密度）についても時系列的に確認

した。 

 
（２）特許引用にもとづく企業内外の技術のネットワークの変遷: 企業の技術の蓄積による能

力獲得を理解していくために、（２）では、まず、企業内外にわたる標準必須特許のそれ以外の

独自特許による引用の推移を把握することにした。具体的には、各種資料やインタビュー調査を

参考にしつつ、以上のデータベースの標準必須特許と同じ分類の特許分類の範囲を特定し、それ

らと同じ特許分類の独自特許を欧州と米国の特許庁から抽出して既存のデータベースに加えた。

独自特許については、標準必須特許シェア合計 80％以上の上位 20 社のものを抽出した。本課題

では、以下の引用データによって能力の構築を分析するため、この 20 社に絞って検討すること

にした。そこで、まず、作成したデータベースを用いて、20 社間の引用関係について全体の引

用関係のネットワークを、時系列的に確認した。 

続けて、これまでに整理した独自特許による標準必須特許の引用のデータベースを用いて、

対象の 20 社について、それぞれ独自特許によるコア-周縁技術の企業内/企業間での引用関係を

時系列的に整理し、主要 20 社の技術の獲得（他社引用）や強化（自己引用）の傾向を確認した。 

 
（３）企業による能力構築： （２）で確認した、各企業の技術の量やコア‐周縁技術の多様性、
および技術間をつなぐ知識のレベル（すなわち知識のネットワークの密度）とその変遷とともに、

対象企業のコア‐周縁の技術群の自他社の引用の推移を確認した。その上で、これまでの先行研

究と以上の成果をふまえて、重要な技術を生み出すという面では、企業の能力構築は、以上の変

数によって定まってくると予測した。 
この予測にもとづき、企業の能力の成果を示す他社からの標準必須特許の被引用数を従属変

数、引用される技術を生み出す上で用いられたと考えられる自他社のコア‐周縁技術の引用（一

期前）を説明変数、その他の技術の量や多様性、知識のレベル等をコントロール変数として重回

帰分析を行い、技術の共有プラットフォームによるオープンな技術についての企業の能力構築

のメカニズムと要因を確認した。最終的に、先行研究をふまえて、以上の成果を総合的に検討し、

理論的な貢献や意義について検討した。 
 
４．研究成果 



以上の分析を通じて、主として、以下の３点が明らかとなった。 

 

（１）まず、技術の世代毎に、いくつかの相互の結びつきが強いコアとなる標準仕様の技術が明

確に存在し、それらは他の周縁的な技術間を結びつける媒介的な技術であることが分かった（例

えば通信の無線やサービスに関わる技術：標準技術仕様の 25や 36）。以上の結果は、コア技術
を中心に多様な技術が結びつき、すなわちシステムのアーキテクチャが構成されていることを

示唆している。 

 

 

 

 

 

 

図 1 コア‐周縁技術のネットワーク（コア：オレンジ、青：周縁） 

 

一方で、既存の有力企業や

通信 ICメーカーのように技
術を提供するプラットフォ

ー ム 企 業 （ Nokia, 
Qualcomm等）は、コア技術
だけでなく、周縁技術も蓄積

しており（図２）、周縁技術

を含む多様な緊密に結びつ

けている知識のネットワー

クを発達させている傾向が

見られた（図３）。 
 

図２ 主要企業のコア‐周縁技術の蓄積傾向 

 

Nokia          Qualcomm       Samsung       Huawei 

 
図３ 既存有力企業（Nokia, Qualcomm）と新興企業(Samsung, Huawei)の知識の蓄積の違い 

 

（２）幅広い分野の技術を保有する既存の有力企業は自社内外のコア‐周縁の技術を含む幅広

い技術を引用して活用してきたのに対し、新興有力企業はもっぱらコア技術に集中して技術を

他社から引用し蓄積してきたことが明らかになった（図４）。（１）で確認した技術や知識の蓄積

の違いを合わせて考慮すると、自社内外のコア‐周縁の技術を幅広く活用してきた企業は技術

間にわたる密度の高い知識を蓄積しており、一方でそうではない企業はもっぱらコア技術に集



中して他社から技術を獲得し強化して、そうした一部の技術を中心とした知識を蓄積してきた

と考えられる。 
 
既存有力企業         有力 IC企業         新興有力企業 

図４ 自他のコア‐周縁技術の引用の傾向 

 
（３）自他社両方のコア‐周縁の両方の技術を活用して知識を構築、強化しているほど、他社か

らの被引用件数が増加する傾向にあることが見られた。これは、技術の共有プラットフォームの

下で企業間で分散しているコア‐周縁の技術を効果的に活用して広く引用される重要な技術を

生み出すには、コア‐周縁の両方の技術を統合して管理するための密度の高い知識の強化と蓄

積が求められることを示唆している。 
 この点について、さらに、企業の能力を示す、他社からの標準必須特許の被引用件数を被説

明変数、自社技術や周縁技術の引用件数を説明変数、企業の技術や知識のレベル（コア‐周縁技

術の保有量や技術間にわたる知識の密度等）をコントロール変数として重回帰分析を行った（表

１）。自社技術や周縁技術の引用件数を説明変数としたのは、オープン技術の環境では、他社技

術やコア技術はいずれの企業も活用することが可能であり、実際に活用しているため、これらが

企業の能力構築の差をもたらす要因とは考え難かったためである。 

 

表 1 技術の引用による企業の能力構築に関する分析結果 

その結果、オープン化された技術については、コア技術を保有するとともに、企業間で分散し

ているコア‐周縁の技術を適切に活用するための知識とともに、自他の周縁的な技術を活用す

ることが、企業の能力に結び付くことが確認できた。 

より詳細な分析と検討が求められるが、以上の成果は、協調的な技術の共有プラットフォーム

の下でオープン化されたシステムの技術については、従来指摘されてきたようにコア技術のよ

うな特定の重要技術を自社で強化し専有、管理するだけでも、またオープン技術について指摘さ

れてきたような他社技術の活用に力を入れるだけでも、有効な企業能力の構築を促し難いこと

を示唆している。むしろ、オープン化された技術の利活用が容易になっているがゆえに、そうし

た個々の技術というよりは、自他/コア‐周縁の個々の技術を活かす知識の蓄積が求められると

考えられる。 
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